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１月号・２月号に続き、「土木と市民社会をつなぐ実践活動にむけて」の第３段です。今回は、２月８

日の第８回 CNCPサロンで、深尾昌峰先生（龍谷大学学長補佐・政策学部教授／(株)PLUS SOCIAL代

表取締役）に講演していただいた「地域が地域であり続けるために」から、活動資金の調達のお話を紹介

します。 

「活動資金を集める」ということは、国・自治体・企業の仕事を請負や委託でして来たほとんどの土木

屋たちには経験が無いことです。しかし、私たちが、やるべきと考えた事業・やりたい事業をやるために、

そしてそれを継続させるために、「活動資金の調達」は不可欠です。２月号でお話しした「自治体の市民

協働事業」ですら、小さな市町には、資金調達も併せて提案してくれないと実施できないという状況があ

りました。 

しかし、2020年の日本全体の個人寄付総額は 1兆 2,126億円。10年間でおよそ 2.5倍の市場規

模に成長。そして、法人の寄付総額はこの４倍とのことです。この事実をどう捉えましょうか。 

 

■市民にしかできない領域がある 

深尾先生は、はじめに、ハーバスの「討議倫理」という「政

治の世界の討議だけでなく、市民社会の討議に裏付けられな

い限り、デモクラシーの安定と発展はないという考え方」を

話されました。ある社会的課題が、社会的に認知されるまで

は、政治の世界は動かないので、市民社会が支え、右表の段

階を１つずつ高めていかなければならないということです。 

２月号でお話した自治体へのディープインタビューで、あ

る市民協働事業課の担当が、「市は、市民のためにいろいろ考え事業を行っているが、法制度で決められ

た範囲でしか実施できない。事業の漏れや不足を協働事業として提案していただければ、私たちは０～

100％の助成を行い、一緒に改善していく。」と話されたことを思い出しました。上表の３の段階から４

に高める活動の１つと言えるでしょう。 

つまり、社会的課題には、すぐに行政が動けない課題（上表の 1～3の段階にある課題）があり、それ

には、市民社会が、自分たちの資金で活動して支えなければならないということです。 

 

■寄付は「集まらない」のではなく「集めていない」のでは？ 

深尾先生たちは、300人以上の方々から寄付を集め、京都地域創造基金（資料１）という「コミュニ

ティ財団」を作りました。「コミュニティ財団」は、地域のためになされた寄付を地域の課題解決に活用

するための組織で、下記のような機能を持ち、寄付を集めています。 

●事業指定寄付 

寄付を求める複数のプロジェクトから、自分の関心のあるプロジェクトを選んで寄付し、応援する。 

●冠基金・じぶん基金 

寄付者が自分や家族の名前など任意の名前を付けた基金をつくり、希望に沿った課題解決への助成配

分を行う。遺言に基づいた寄付（遺贈寄付）や、寄付者の地域に対する恩返しなどもある。 

段階 行動・状態 社会的認知
5 自治体の政策課題に
4 社会全体の課題に
3 社会に広げる
2 仲間で取り組む
1 気づき／ほっとけない

認知
されていない

認知された
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●社会変革を促す企画基金 

財団が、地域に必要なテーマ（解決が必要な課題や支援が必要な取り組み）を支援するための基金を立

ち上げて、寄付を集める。先駆的な取り組みの認知をひろげることや、取り組みをひろげることにも効果

を発揮できる。 

●寄付への参加を促すキャンペーン 

地域の課題解決へ寄付をすることを、ハードルを下げて、より多くの方に取り組んでいただくために、

寄付のキャンペーンを行ったり、様々な寄付の方法を地元企業等と協働で開発する。 

●社会課題の可視化や共有 

社会課題を数字で可視化した WEB サイトや気づいた課題を投稿できる WEB サイトの運営、共有と

解決方法を検討し役割分担する機会としての会議の開催などを実施する。 

 

私たちは、今、CNCPを「コミュニティ財団」

にするつもりはありませんが、上記の機能は、自

分たちの活動に必要な資金を、寄付で集めるヒン

トになります。 

深尾先生は、支援する／されるの関係性を打破

して、寄付者が自分も事業に関わるという当事者

意識を持てること、また、応援しようとする事業

の社会的な必要性や寄付する価値がある事業だ

と思える具体的な説明・可視化が必要だとおっし

ゃいます。 

また、財団では、NPO の社会的認証の仕組み

を活用して、社会的信頼のある NPOを可視化し、

財団が支援するNPOを評価しています。これは、

市民が寄付するNPOであり、市民社会が応援す

る NPOとなります。私たちも、社会から応援し

ていただくに足る団体であることを開示すべき

ようです。 

 

■寄付集めの事例とポイント 

京都地域創造基金の活動は、資料１）で見るこ

とができます。過去の事例を資料２）から右に紹

介しますが、「カンパイチャリティーキャンペー

ン」は面白いと思います。飲食店が 20円の寄付

を乗せた「カンパイセット」を販売し、お客が自

分も支援活動に参加することを自覚しながら利

用し、お店がまとめて事業を指定して財団に寄付

し、財団が指定された事業を行う信頼ある京都の

NPOに寄付金を届けるというものです。 

重要なポイントは、①地域の課題を明らかにす

ること、②多様な主体での課題解決の仕組みを考

えること、③当事者を増やすこと、そして④課題

解決のお金の流れをつくること・・のようです。 

―――――――――――――――――――――――――――――――― 
資料１）京都地域創造基金：https://www.plus-social.jp/ 

資料２）市民コミュニティ財団が支える共助の社会～官民の役割分担とそれを支える仕組み～ 

https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/report33_3_02.pdf 
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